
地方公共団体が扱う申請・届出等手続のオンライン化条件整備計画（第一号法定受託事務）

見直し状況（該当あり：１、該当なし：０）

該当の有無 該当件数 内　　　　　　　　　容 該当の有無 内　　　　　　　　　容

土地立入の許可
土地収用法第１１条第
１項

10 実施方策検討 → →

障害物伐除又は土地試掘
等の許可

土地収用法第１４条第
１項

0 実施方策検討 → →

土地の形質変更の許可
土地収用法第２８条の
３第１項

0 実施方策検討 → →

事業の廃止又は変更の届
出

土地収用法第３０条第
１項

0 実施方策検討 → →

土地等の取得完了の届出
土地収用法第３０条の
２（第３０条第１項準
用）

100 実施方策検討 → →

収用又は使用の手続開始
の申立書の提出

土地収用法第３４条の
２第１項

10 実施方策検討 → →

１．財産権の制限を伴う処分に係る申請で
あるため、その厳密性に特段の配慮が必要
であることにかんがみ、技術的検討につい
て相当の進展を見た段階で実施方策の提示
について検討する。　２．公告・縦覧を予
定しており申請書類は一括受理が適当であ
るため、部分的オンライン化は困難であ
る。

工作物新築等の承認
土地収用法第８９条第
１項

0 実施方策検討 → →

土地等の形質変更の許可
土地収用法第１３８条
（第２８条の３第１項
準用）

0 実施方策検討 → →

事業の廃止又は変更の届
出

土地収用法第１３８条
（第３０条第１項準
用）

0 実施方策検討 → →

権利等の取得完了の届出
土地収用法第１３８条
（第３０条の２準用）

0 実施方策検討 → →

収用又は使用の手続開始
の申立書の提出

土地収用法第１３８条
（第３４条の２第１項
準用）

0 実施方策検討 → →

工作物新築等の承認
土地収用法第１３８条
（第８９条準用）

0 実施方策検討 → →

第二種事業の届出
環境影響評価法第４条
第１項

年間数件程度 実施方策検討 → 実施方策提示 環境省等関係省庁と調整中

事業内容を変更して再度
第二種事業の判定を受け
るための届出

環境影響評価法第４条
第４項

年間数件程度 実施方策検討 → 実施方策提示 環境省等関係省庁と調整中

事業内容を修正する場合
において第二種事業の判
定を受けるための届出

環境影響評価法第２９
条第１項

年間数件程度 実施方策検討 → 実施方策提示 環境省等関係省庁と調整中

事業者からの第二種事業
に係る届出及びアセス実
施の必要性の有無の通知

環境影響評価法第４条
第１項と第４条第３項

0 実施方策検討 → 実施方策の提示 環境省等関係省庁と調整中

手続名 根拠法令名・根拠規定 年間平均申請件数 ～１３年度 １４年度 １５年度 備　　　　　　考

財産権の制限を伴う処分に係る申請である
ため、その厳密性に特段の配慮が必要であ
ることにかんがみ、技術的検討について相
当の進展を見た段階で実施方策の提示につ
いて検討する。

財産権の制限を伴う処分に係る申請である
ため、その厳密性に特段の配慮が必要であ
ることにかんがみ、技術的検討について相
当の進展を見た段階で実施方策の提示につ
いて検討する。

オンライン化条件整備前倒し等手続の見直し
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地方公共団体が扱う申請・届出等手続のオンライン化条件整備計画（第一号法定受託事務）

見直し状況（該当あり：１、該当なし：０）

該当の有無 該当件数 内　　　　　　　　　容 該当の有無 内　　　　　　　　　容
手続名 根拠法令名・根拠規定 年間平均申請件数 ～１３年度 １４年度 １５年度 備　　　　　　考

オンライン化条件整備前倒し等手続の見直し

事業者からの変更後の第
二種事業に係る届出の受
理及びアセス実施の必要
性の有無の通知

環境影響評価法第４条
第４項

0 実施方策検討 → 実施方策の提示 環境省等関係省庁と調整中

第二種事業について、判
定によらずアセスを行う
ことにした旨の通知の受
理

環境影響評価法第４条
第６項

0 実施方策検討 → 実施方策の提示 環境省等関係省庁と調整中

評価書の受理及び評価書
について意見の提出

環境影響評価法第22条
第１項及び第24条

0 実施方策検討 → →

大量の図や表を含み、申請書本体と添付書
類との区別がつかない性格の書面であるた
め、15年度末までのオンライン化は困難。
オンライン化可能時期は、通信インフラ整
備の進行状況による。

補正後の評価書又は補正
なき場合の通知の受理

環境影響評価法第25条
第３項

0 実施方策検討 → →

大量の図や表を含み、申請書本体と添付書
類との区別がつかない性格の書面であるた
め、15年度末までのオンライン化は困難。
オンライン化可能時期は、通信インフラ整
備の進行状況による。

事業内容修正の場合の第
二種事業に係る届出の受
理及びアセス実施の必要
性の有無の通知

環境影響評価法第29条
第１項

0 実施方策検討 → 実施方策の提示 環境省等関係省庁と調整中

事業内容の廃止・修正
後、アセスの必要がなく
なった旨の通知の受理

環境影響評価法第30条
第１項

0 実施方策検討 → 実施方策の提示 環境省等関係省庁と調整中

建設業の許可 建設業法第３条第１項 実施方策検討 → 実施方策提示 0 0 0 標準仕様の提示

建設業の更新の許可 建設業法第３条第３項 実施方策検討 → 実施方策提示 0 0 0 標準仕様の提示

商号等、営業所の所在地
等、資本金額、役員・支
配人の氏名等の変更の届
出（一般建設業）

建設業法第１１条第１
項

実施方策検討 → 実施方策提示 0 0 0 標準仕様の提示

貸借対照表、損益計算書
等の営業年度ごとの提出
（一般建設業）

建設業法第１１条第２
項

実施方策検討 → 実施方策提示 0 0 0 標準仕様の提示

使用人数等の変更の届出
（一般建設業）

建設業法第１１条第３
項

実施方策検討 → 実施方策提示 0 0 0 標準仕様の提示

経営業務の管理責任者等
の変更の届出（一般建設
業）

建設業法第１１条第４
項

実施方策検討 → 実施方策提示 0 0 0 標準仕様の提示

経営業務の管理責任者、
専任の技術者等の要件欠
如、及び不許可要件に該
当した時の届出（一般建
設業）

建設業法第１１条第５
項

実施方策検討 → 実施方策提示 0 0 0 標準仕様の提示
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地方公共団体が扱う申請・届出等手続のオンライン化条件整備計画（第一号法定受託事務）

見直し状況（該当あり：１、該当なし：０）

該当の有無 該当件数 内　　　　　　　　　容 該当の有無 内　　　　　　　　　容
手続名 根拠法令名・根拠規定 年間平均申請件数 ～１３年度 １４年度 １５年度 備　　　　　　考

オンライン化条件整備前倒し等手続の見直し

建設業者の廃業等の届出
（一般建設業）

建設業法第１２条 実施方策検討 → 実施方策提示 0 0 0 標準仕様の提示

商号等、営業所の所在地
等、資本金額、役員・支
配人の氏名等の変更の届
出（特定建設業）

建設業法第１７条（建
設業法第１１条第１項
準用）

実施方策検討 → 実施方策提示 0 0 0 標準仕様の提示

貸借対照表、損益計算書
等の営業年度ごとの提出
（特定建設業）

建設業法第１７条（建
設業法第１１条第２項
準用）

実施方策検討 → 実施方策提示 0 0 0 標準仕様の提示

使用人数等の変更の届出
（特定建設業）

建設業法第１７条（建
設業法第１１条第３項
準用）

実施方策検討 → 実施方策提示 0 0 0 標準仕様の提示

経営業務の管理責任者等
の変更の届出（特定建設
業）

建設業法第１７条（建
設業法第１１条第４項
準用）

実施方策検討 → 実施方策提示 0 0 0 標準仕様の提示

経営業務の管理責任者、
専任の技術者等の要件欠
如、及び不許可要件に該
当した時の届出（特定建
設業）

建設業法第１７条（建
設業法第１１条第５項
準用）

実施方策検討 → 実施方策提示 0 0 0 標準仕様の提示

建設業者の廃業等の届出
（特定建設業）

建設業法第１７条（建
設業法第１２条準用）

実施方策検討 → 実施方策提示 0 0 0 標準仕様の提示

経営業務管理責任者等の
氏名の変更等の届出

建設業法施行規則第７
条の２

実施方策検討 → 実施方策提示 0 0 0 標準仕様の提示

支配人等の新任の届出
建設業法施行規則第８
条

実施方策検討 → 実施方策提示 0 0 0 標準仕様の提示

経営事項審査
建設業法第２７条の２
３第１項

実施方策検討 → 実施方策提示 0 0 0 標準仕様の提示

経営事項審査の再審査の
申立

建設業法第２７条の２
８

実施方策検討 → 実施方策提示 0 0 0 標準仕様の提示

建設機械に対する打刻・
検認

建設機械抵当法第4条第
1項

３～４ 実施方策検討 → 実施方策提示 標準仕様の提示

宅地建物取引業の免許
（経由事務）

宅地建物取引業法第３
条第１項

140 実施方策検討
実施方策検討
都道府県との調整

実施方策提示 1 1
住民票の省略（住基シ
ステムにより代替）

0 事務処理要領を示す

宅地建物取引業の更新免
許　　（経由事務）

宅地建物取引業法第３
条第３項

670 実施方策検討
実施方策検討
都道府県との調整

実施方策提示 1 1
住民票の省略（住基シ
ステムにより代替）

0 事務処理要領を示す

免許申請事項の変更の届
出（１）商号変更
（２）役員等の氏名等
（経由事務）

宅地建物取引業法第９
条

5,700 実施方策検討
実施方策検討
都道府県との調整

実施方策提示 1 1
住民票の省略（住基シ
ステムにより代替）

0 事務処理要領を示す
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地方公共団体が扱う申請・届出等手続のオンライン化条件整備計画（第一号法定受託事務）

見直し状況（該当あり：１、該当なし：０）

該当の有無 該当件数 内　　　　　　　　　容 該当の有無 内　　　　　　　　　容
手続名 根拠法令名・根拠規定 年間平均申請件数 ～１３年度 １４年度 １５年度 備　　　　　　考

オンライン化条件整備前倒し等手続の見直し

廃業等の届出
（１）死亡
（２）合併による法人消
滅　（３）破産
（４）その他法人解散
（５）廃業
（経由事務）

宅地建物取引業法第１
１条

60 実施方策検討
実施方策検討
都道府県との調整

実施方策提示 0 0 0 事務処理要領を示す

業務を行う場所の届出
（経由事務）

宅地建物取引業法第５
０条第２項

8,900 実施方策検討
実施方策検討
都道府県との調整

実施方策提示 0 0 0 事務処理要領を示す

不動産特定共同事業の許
可の経由事務

不動産特定共同事業法
第３条第１項

15 実施方策検討
実施方策検討
都道府県との調整

実施方策提示 0 0 0 事務処理要領を示す

不動産特定共同事業の変
更の許可の経由事務

不動産特定共同事業法
第８条第１項

0 実施方策検討
実施方策検討
都道府県との調整

実施方策提示 0 0 0 事務処理要領を示す

不動産特定共同事業の業
務の種別の変更等の認可
の経由事務

不動産特定共同事業法
第９条第１項

1 実施方策検討
実施方策検討
都道府県との調整

実施方策提示 0 0 0 事務処理要領を示す

不動産特定共同事業の事
務所の追加設置の認可の
経由事務

不動産特定共同事業法
第９条第２項

2 実施方策検討
実施方策検討
都道府県との調整

実施方策提示 0 0 0 事務処理要領を示す

不動産特定共同事業の許
可内容の変更の届出の経
由事務

不動産特定共同事業法
第１０条

100 実施方策検討
実施方策検討
都道府県との調整

実施方策提示 0 0 0 事務処理要領を示す

不動産特定共同事業の廃
業等の届出の経由事務

不動産特定共同事業法
第１１条第１項

0 実施方策検討
実施方策検討
都道府県との調整

実施方策提示 0 0 0 事務処理要領を示す

積立式宅地建物販売業の
許可（経由事務）

積立式宅地建物販売業
法第３条第１項

0 実施方策検討 → → 1 1
住民票の省略（住基シ
ステムにより代替）

0
今後の申請も当面想定されないため、今後
の動向を踏まえ検討

許可申請事項変更の届出
（経由事務）

積立式宅地建物販売業
法第１０条第１項

0 実施方策検討
実施方策検討
都道府県との調整

実施方策提示 1 1
住民票の省略（住基シ
ステムにより代替）

0 事務処理要領を示す

積立式宅地建物販売契約
約款変更の届出（経由事
務）

積立式宅地建物販売業
法第１０条第２項

0 実施方策検討
実施方策検討
都道府県との調整

実施方策提示 0 0 0 事務処理要領を示す

廃業等の届出（経由事
務）

積立式宅地建物販売業
法第１１条第１項

0 実施方策検討
実施方策検討
都道府県との調整

実施方策提示 0 0 0 事務処理要領を示す

造成宅地等に関する権利
の処分についての承認

新住宅市街地開発法第
32条第1項

2000 実施方策検討 → 実施方策提示 具体の実施方策提示に向けて検討中。

標識の移転又は除却の承
諾

新住宅市街地開発法第
34条第4項

0 実施方策検討 → →
実績なし。今後の申請も当面想定されない
ため、今後の動向を踏まえ検討

開発誘導地区内の土地等
に関する権利の処分につ
いての承認申請の手続

新都市基盤整備法第51
条第1項

0 実施方策検討 → →
法制定後実績なし。今後の申請も当面想定
されないため、今後の動向を踏まえ検討

4 ページ



地方公共団体が扱う申請・届出等手続のオンライン化条件整備計画（第一号法定受託事務）

見直し状況（該当あり：１、該当なし：０）

該当の有無 該当件数 内　　　　　　　　　容 該当の有無 内　　　　　　　　　容
手続名 根拠法令名・根拠規定 年間平均申請件数 ～１３年度 １４年度 １５年度 備　　　　　　考

オンライン化条件整備前倒し等手続の見直し

宅地開発事業計画の認定
の申請

大都市地域における優
良宅地開発の促進にお
ける緊急措置法第３条
第１項

5 実施方策検討 実施方策提示 1 2
住民票（住基ネットに
よる代替）、商業登記
簿謄本の省略

0
実施方策の提示は、事務処理フロー等検討
の上、示す予定

宅地開発事業計画の変更
の認定の申請

大都市地域における優
良宅地開発の促進にお
ける緊急措置法第７条
第１項

－ 実施方策検討 実施方策提示 0 0 0
実施方策の提示は、事務処理フロー等検討
の上、示す予定

港湾調査
港湾調査規則＜統計法
＞

70,000 実施方策検討 → モデル事業の実施 0 0 0
港湾ＥＤＩシステムを活用した統計情報の
収集

建築着工統計調査 建築動態統計調査規則 1,000,000 実施方策検討 実施方策提示 0 0 0 モデル事業を実施しその結果を提示する

建築物等実態調査 建築物等実態調査要綱 2,000 実施方策検討 実施方策提示 0 0 0 モデル事業を実施しその結果を提示する

建築物滅失統計調査 建築物等実態調査要綱 500,000 実施方策検討 実施方策提示 0 0 0 モデル事業を実施しその結果を提示する

建設工事施工統計調査 建設工事統計調査規則 110,000 実施方策検討 実施方策提示 0 0 0 モデル事業を実施しその結果を提示する

建設工事受注動態統計調
査（大手50社以外）

建設工事統計調査規則 400,000 実施方策検討 実施方策提示 0 0 0 モデル事業を実施しその結果を提示する

住宅用地完成面積調査
住宅用地完成面積調査
要綱

80,000 実施方策検討 実施方策提示 0 0 0 モデル事業を実施しその結果を提示する

不動産鑑定士試験第１次
試験

不動産の鑑定評価に関
する法律第12条の2

160 実施方策検討 → 標準仕様の提示 0 0 0 国として標準仕様を提示する予定。

不動産鑑定士試験第２次
試験

不動産の鑑定評価に関
する法律第12条の2

3700 実施方策検討 → 標準仕様の提示 1 1
戸籍抄本の省略
（住基ネットにより代
替）

0 国として標準仕様を提示する予定。

不動産鑑定士試験第３次
試験

不動産の鑑定評価に関
する法律第12条の2

660 実施方策検討 → 標準仕様の提示 1 1
戸籍抄本の省略（住基
ネットにより代替）

0 国として標準仕様を提示する予定。

実務補習機関の認定
不動産の鑑定評価に関
する法律第10条第2項

0 実施方策検討 → 標準仕様の提示 0 0 0 国として標準仕様を提示する予定。

不動産鑑定士又は不動産
鑑定士補の登録

不動産の鑑定評価に関
する法律第17条第1項

490 実施方策検討 → 標準仕様の提示 1 2
住民票及び戸籍抄本の
省略（住基ネットによ
り代替）

0 国として標準仕様を提示する予定。

不動産鑑定士又は不動産
鑑定士補の変更の登録

不動産の鑑定評価に関
する法律第18条

590 実施方策検討 → 標準仕様の提示 1 2
住民票及び戸籍抄本の
省略（住基ネットによ
り代替）

0 国として標準仕様を提示する予定。

不動産鑑定士等の死亡等
の届出

不動産の鑑定評価に関
する法律第19条第2項

30 実施方策検討 → 標準仕様の提示 0 0 0 国として標準仕様を提示する予定。

不動産鑑定士等の登録の
消除

不動産の鑑定評価に関
する法律第20条第2項

5 実施方策検討 → 標準仕様の提示 0 0 0 国として標準仕様を提示する予定。
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地方公共団体が扱う申請・届出等手続のオンライン化条件整備計画（第一号法定受託事務）

見直し状況（該当あり：１、該当なし：０）

該当の有無 該当件数 内　　　　　　　　　容 該当の有無 内　　　　　　　　　容
手続名 根拠法令名・根拠規定 年間平均申請件数 ～１３年度 １４年度 １５年度 備　　　　　　考

オンライン化条件整備前倒し等手続の見直し

不動産鑑定士業者の登録
不動産の鑑定評価に関
する法律第23条第1項

2 実施方策検討 → 標準仕様の提示 1 2

住民票の省略（住基
ネットにより代替）・
定款又は寄付行為の省
略（登記情報システム
により代替）

0 国として標準仕様を提示する予定。

不動産鑑定業者の更新の
登録

不動産の鑑定評価に関
する法律第23条第1項

10 実施方策検討 → 標準仕様の提示 1 2

住民票の省略（住基
ネットにより代替）・
定款又は寄付行為の省
略（登記情報システム
により代替）

0 国として標準仕様を提示する予定。

不動産鑑定業者の登録換
えの登録

不動産の鑑定評価に関
する法律第26条第2項

10 実施方策検討 → 標準仕様の提示 1 2

住民票の省略（住基
ネットにより代替）・
定款又は寄付行為の省
略（登記情報システム
により代替）

0 国として標準仕様を提示する予定。

不動産鑑定業者の変更の
登録

不動産の鑑定評価に関
する法律第27条第3項

120 実施方策検討 → 標準仕様の提示 1 1
住民票の省略（住基
ネットにより代替）

0 国として標準仕様を提示する予定。

不動産鑑定業者の廃業等
の届出

不動産の鑑定評価に関
する法律第29条第2項

2 実施方策検討 → 標準仕様の提示 0 0 0 国として標準仕様を提示する予定。

実務補習に関する報告
不動産の鑑定評価に関
する法律第10条第3項

1 実施方策検討 → 標準仕様の提示 0 0 0 国として標準仕様を提示する予定。

造成敷地等に関する権利
の処分の承認

流通業務市街地の整備
に関する法律第38条第1
項

実施方策検討 → 実施方策提示 0 0 0
実施方策の提示は、システム（汎用受付シ
ステム）の利用方法等を示す予定

標識の移転等の承諾
流通業務市街地の整備
に関する法律39条第4項

実施方策検討 実施方策提示 0 0 0
実施方策の提示は、システム（汎用受付シ
ステム）の利用方法等を示す予定

土地の形質の変更等につ
いての承認

都市再開発法第66条第8
項

実施方策検討 実施方策提示 0 0 0
実施方策の提示は、システム（汎用受付シ
ステム）の利用方法等を示す予定

建築行為等の許可

大都市地域における住
宅及び住宅地の供給の
促進に関する特別措置
法第67条第1項

実施方策検討 実施方策提示 0 0 0
実施方策の提示は、システム（汎用受付シ
ステム）の利用方法等を示す予定

河川台帳の閲覧の請求 河川法第１２条第４項 実施方策検討 → 標準仕様の提示 0 0
オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。

河川管理者以外の者の施
行する工事等の承認

河川法第２０条 実施方策検討 → 標準仕様の提示 0 0
オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。

洪水時等における緊急措
置による損失の補償

河川法第２２条第６項 実施方策検討 → 標準仕様の提示 1 1
住民票の写しの省略
（公的個人認証サービ
スの使用）

オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。

流水の占用の許可 河川法第２３条 実施方策検討 → 標準仕様の提示 1 1
提出部数の削減（正本
のみを提出）

オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。

土地の占用の許可 河川法第２４条 実施方策検討 → 標準仕様の提示 1 1
提出部数の削減（正本
のみを提出）

オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。

土石等の採取の許可 河川法第２５条 実施方策検討 → 標準仕様の提示 1 1
提出部数の削減（正本
のみを提出）

オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。
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地方公共団体が扱う申請・届出等手続のオンライン化条件整備計画（第一号法定受託事務）

見直し状況（該当あり：１、該当なし：０）

該当の有無 該当件数 内　　　　　　　　　容 該当の有無 内　　　　　　　　　容
手続名 根拠法令名・根拠規定 年間平均申請件数 ～１３年度 １４年度 １５年度 備　　　　　　考

オンライン化条件整備前倒し等手続の見直し

工作物の新築等の許可 河川法第２６条 実施方策検討 → 標準仕様の提示 1 1
提出部数の削減（正本
のみを提出）

オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。

土地の掘削等の許可
河川法第２７条第１項

実施方策検討 → 標準仕様の提示 1 1
提出部数の削減（正本
のみを提出）

オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。

許可工作物の完成検査 河川法第３０条第１項 実施方策検討 → 標準仕様の提示 1 1
提出部数の削減（正本
のみを提出）

オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。

許可工作物の完成前の一
部使用の承認

河川法第３０条第２項 実施方策検討 → 標準仕様の提示 1 1
提出部数の削減（正本
のみを提出）

オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。

許可工作物の用途廃止の
届出

河川法第３１条第１項 実施方策検討 → 標準仕様の提示 0 0
オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。

許可に基づく地位の承継
の届出

河川法第３３条第３項 実施方策検討 → 標準仕様の提示 1 1
提出部数の削減（正本
のみを提出）

オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。

権利の譲渡の承認 河川法第３４条第１項 実施方策検討 → 標準仕様の提示 1 1
提出部数の削減（正本
のみを提出）

オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。

水利使用の申請があった
場合の通知に対する意見
の申し出

河川法第３９条 実施方策検討 → 標準仕様の提示 0 0
オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。

水利使用に係る損失の補
償の協議が成立しない場
合の裁定の申請

河川法第４２条第２項 実施方策検討 → 標準仕様の提示 1 1
提出部数の削減（正本
のみを提出）

オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。

ダムの操作規程の承認
河川法第４７条第１項
前段

実施方策検討 → 標準仕様の提示 0 0
オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。

ダムの操作規程の変更の
承認

河川法第４７条第１項
後段

実施方策検討 → 標準仕様の提示 0 0
オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。

ダムの操作に関する記録
の提出

河川法第４９条 実施方策検討 → 標準仕様の提示 0 0
オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。

ダム管理主任技術者選任
の届出

河川法第５０条第２項 実施方策検討 → 標準仕様の提示 0 0
オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。

渇水時における水利使用
の特例の承認

河川法第５３条の２第
１項

実施方策検討 → 標準仕様の提示 0 0
オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。

渇水時における特例の水
利使用を行わなくなった
旨の届出

河川法第５３条の２第
２項

実施方策検討 → 標準仕様の提示 0 0
オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。

河川保全区域における行
為の許可

河川法第５５条第１項 実施方策検討 → 標準仕様の提示 1 1
提出部数の削減（正本
のみを提出）

オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。

河川保全区域における行
為の許可に係る地位の承
継の届出

河川法第５５条第２項
（第３３条第３項準
用）

実施方策検討 → 標準仕様の提示 1 1
提出部数の削減（正本
のみを提出）

オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。

河川予定地における行為
の許可

河川法第５７条第１項 実施方策検討 → 標準仕様の提示 1 1
提出部数の削減（正本
のみを提出）

オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。
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地方公共団体が扱う申請・届出等手続のオンライン化条件整備計画（第一号法定受託事務）

見直し状況（該当あり：１、該当なし：０）

該当の有無 該当件数 内　　　　　　　　　容 該当の有無 内　　　　　　　　　容
手続名 根拠法令名・根拠規定 年間平均申請件数 ～１３年度 １４年度 １５年度 備　　　　　　考

オンライン化条件整備前倒し等手続の見直し

河川予定地における行為
の許可に係る地位の承継
の届出

河川法第５７条第３項 実施方策検討 → 標準仕様の提示 1 1
提出部数の削減（正本
のみを提出）

オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。

河川保全立体区域におけ
る行為の許可の申請

河川法第５８条の４第
１項

実施方策検討 → 標準仕様の提示 1 1
提出部数の削減（正本
のみを提出）

オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。

河川保全立体区域におけ
る行為の許可に係る地位
の承継の届出

河川法第５８条の４第
２項（第３３条第３項
準用）

実施方策検討 → 標準仕様の提示 1 1
提出部数の削減（正本
のみを提出）

オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。

河川予定立体区域におけ
る行為の許可の申請

河川法第５８条の６第
１項

実施方策検討 → 標準仕様の提示 1 1
提出部数の削減（正本
のみを提出）

オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。

河川予定立体区域におけ
る行為の許可に係る地位
の承継の届出

河川法第５８条の６第
３項（第３３条第３項
準用）

実施方策検討 → 標準仕様の提示 1 1
提出部数の削減（正本
のみを提出）

オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。

経過措置により許可を受
けたものとみなされる者
の届出

河川法第８８条 実施方策検討 → 標準仕様の提示 1 1
提出部数の削減（正本
のみを提出）

オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。

一級河川における竹木の
流送の許可

河川法施行令１６条の
３第１項

実施方策検討 → 標準仕様の提示 1 1
提出部数の削減（正本
のみを提出）

オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。

汚水の排出の届出
河川法施行令１６条の
５第１項

実施方策検討 → 標準仕様の提示 1 1
提出部数の削減（正本
のみを提出）

オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。

汚水排出届出事項の変更
の届出

河川法施行令１６条の
５第２項

実施方策検討 → 標準仕様の提示 0 0
オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。

汚水排出の廃止の届出
河川法施行令１６条の
５第２項

実施方策検討 → 標準仕様の提示 0 0
オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。

河川の流水等について河
川管理上支障を及ぼすお
それのある行為の許可

河川法施行令第１６条
の８第１項

実施方策検討 → 標準仕様の提示 1 1
提出部数の削減（正本
のみを提出）

オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。

許可に基づく地位の承継
の届出

河川法施行令第１６条
の９第３項

実施方策検討 → 標準仕様の提示 1 1
提出部数の削減（正本
のみを提出）

オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。

一級河川又は二級河川の
指定の際現に汚水の排出
を行っている者の届出

河川法施行令第１６条
の１０第２項

実施方策検討 → 標準仕様の提示 1 1
提出部数の削減（正本
のみを提出）

オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。

工作物の返還
河川法河川法施行令第
３９条の７

実施方策検討 → 標準仕様の提示 0 0
オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。

公有水面埋立の免許 公有水面埋立法第２条 実施方策検討 → 標準仕様の提示 0 0
オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。

出願事項の変更の許可
公有水面埋立法第１３
条の２第１項

実施方策検討 → 標準仕様の提示 0 0
オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。

免許を受けた者による他
人の土地に対する立入又
は一時使用の許可

公有水面埋立法第１４
条第１項

実施方策検討 → 標準仕様の提示 0 0
オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。

8 ページ



地方公共団体が扱う申請・届出等手続のオンライン化条件整備計画（第一号法定受託事務）

見直し状況（該当あり：１、該当なし：０）

該当の有無 該当件数 内　　　　　　　　　容 該当の有無 内　　　　　　　　　容
手続名 根拠法令名・根拠規定 年間平均申請件数 ～１３年度 １４年度 １５年度 備　　　　　　考

オンライン化条件整備前倒し等手続の見直し

免許を受けた者による他
人の土地に対する立入又
は一時使用の許可

公有水面埋立法第１４
条第４項

実施方策検討 → 標準仕様の提示 0 0
オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。

埋立権の譲渡の許可
公有水面埋立法第１６
条第１項

実施方策検討 → 標準仕様の提示 0 0
オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。

権利承継の届出
公有水面埋立法第２０
条

実施方策検討 → 標準仕様の提示 0 0
オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。

竣功認可
公有水面埋立法第２２
条

実施方策検討 → 標準仕様の提示 0 0
オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。

失効した免許の効力復活
処分（宥恕）

公有水面埋立法第３４
条第１項

実施方策検討 → 標準仕様の提示 0 0
オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。

免許を受けた者に対する
原状回復義務の免除

公有水面埋立法第３５
条第１項

実施方策検討 → 標準仕様の提示 0 0
オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。

免許を受けていない者に
対する原状回復義務の免
除

公有水面埋立法第３６
条

実施方策検討 → 標準仕様の提示 0 0
オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。

埋立出願名義変更の届出
公有水面埋立法施行令
第１条第１項

実施方策検討 → 標準仕様の提示 0 0
オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。

相続による出願承継の届
出

公有水面埋立法施行令
第１条第２項

実施方策検討 → 標準仕様の提示 0 0
オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。

会社成立、合併による出
願承継の届出

公有水面埋立法施行令
第１条第４項

実施方策検討 → 標準仕様の提示 0 0
オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。

会社分割による出願承継
の届出

公有水面埋立法施行令
第１条第５項

実施方策検討 → 標準仕様の提示 0 0
オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。

埋立地の価格認定
（公有水面埋立法施行令
第１６条第２項）

公有水面埋立法施行令
第１６条第２項

実施方策検討 → 標準仕様の提示 0 0
オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。

埋立地の利用方法変更
(公有水面埋立法施行令
第１７条第３項)

公有水面埋立法施行令
第１７条第３項

実施方策検討 → 標準仕様の提示 0 0
オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。

工事設計の認可 運河法第２条第１項 実施方策検討 → 標準仕様の提示 0 0
オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。

工事の着手又は竣工の期
限の延長

運河法第２条第２項 実施方策検討 → 標準仕様の提示 0 0
オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。

工事の着手又は竣工届出 運河法第２条第３項 実施方策検討 → 標準仕様の提示 0 0
オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。

開設費算書の提出 運河法第２条第４項 実施方策検討 → 標準仕様の提示 0 0
オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。

答弁書の提出 運河法第４条第２項 実施方策検討 → 標準仕様の提示 0 0
オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。

運送開始の許可 運河法第６条 実施方策検討 → 標準仕様の提示 0 0
オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。
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地方公共団体が扱う申請・届出等手続のオンライン化条件整備計画（第一号法定受託事務）

見直し状況（該当あり：１、該当なし：０）

該当の有無 該当件数 内　　　　　　　　　容 該当の有無 内　　　　　　　　　容
手続名 根拠法令名・根拠規定 年間平均申請件数 ～１３年度 １４年度 １５年度 備　　　　　　考

オンライン化条件整備前倒し等手続の見直し

運河使用規程の認可 運河法第７条第１項 実施方策検討 → 標準仕様の提示 0 0
オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。

全部又は一部の通航停止
の許可

運河法第７条第３項 実施方策検討 → 標準仕様の提示 0 0
オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。

運河及び附属物件の譲
渡、担保の許可

運河法第１０条 実施方策検討 → 標準仕様の提示 0 0
オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。

工事設計の認可申請の期
限の延長の許可

運河法施行規則第１３
条

実施方策検討 → 標準仕様の提示 0 0
オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。

海岸管理者以外の者の施
行する工事の承認

海岸法第１３条第１項 実施方策検討 → 標準仕様の提示 0 0
オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。

採取計画の認可 砂利採取法第１６条 実施方策検討 → 標準仕様の提示 1 1
提出部数の削減（正本
のみを提出）

オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。

採取計画の変更の認可
砂利採取法第２０条第
１項

実施方策検討 → 標準仕様の提示 1 1
提出部数の削減（正本
のみを提出）

オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。

採取計画認可の届出事項
の軽微な変更の届出

砂利採取法第２０条第
２項

実施方策検討 → 標準仕様の提示 0 0 　
オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。

採取計画認可時の届出事
項の変更の届出

砂利採取法第２０条第
３項

実施方策検討 → 標準仕様の提示 1 1
提出部数の削減（正本
のみを提出）

オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。

砂利採取の廃止の届出 砂利採取法第２４条 実施方策検討 → 標準仕様の提示 1 1
提出部数の削減（正本
のみを提出）

オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。

聴聞に関する手続への参
加許可

砂利採取法第38条第3項 実施方策検討 → 標準仕様の提示 0 0
オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。

砂防指定地内の一定の行
為の許可

砂防法第４条第１項 実施方策検討 → 標準仕様の提示 0 0
オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。

主務大臣又は都道府県知
事以外の者の施行する工
事の承認

地すべり等防止法第１
１条第１項

実施方策検討 → 標準仕様の提示 0 0
オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。

地すべり防止区域内にお
ける行為の許可

地すべり等防止法第１
８条第１項

実施方策検討 → 標準仕様の提示 0 0
オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。

ぼた山崩壊防止区域内に
おける行為の許可

地すべり等防止法第４
２条第１項

実施方策検討 → 標準仕様の提示 0 0
オンライン化実施、運用にあたっての留意
事項等の提示等を行う予定。

工事施行の認可に係る都
道府県知事の経由

軌道法施行令第５条第
１項

実施方策検討 → 実施方策提示 0 0 0

実施方策の提示は、事務処理フロー等を示
すと共に、システムについては霞が関ＷＡ
ＮとＬＧＷＡＮの活用等を参考例として示
し、各地方公共団体に委ねる旨通知。

工事施行の認可に係る占
用面積図の提出

軌道法施行令第５条第
１項

実施方策検討 → 実施方策提示 0 0 0
実施方策の提示は、事務処理フロー等を示
しシステムについては各地方公共団体に委
ねる予定。

線路又は工事方法書記載
事項の軽微な変更の届出

軌道法施行令第６条第
１項ただし書

100 実施方策検討 → 実施方策提示 0 0 0
実施方策の提示は、事務処理フロー等を示
しシステムについては各地方公共団体に委
ねる予定。
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地方公共団体が扱う申請・届出等手続のオンライン化条件整備計画（第一号法定受託事務）

見直し状況（該当あり：１、該当なし：０）

該当の有無 該当件数 内　　　　　　　　　容 該当の有無 内　　　　　　　　　容
手続名 根拠法令名・根拠規定 年間平均申請件数 ～１３年度 １４年度 １５年度 備　　　　　　考

オンライン化条件整備前倒し等手続の見直し

線路又は工事方法書記載
事項変更認可等に係る都
道府県知事の経由

軌道法施行令第６条第
２項

実施方策検討 → 実施方策提示 0 0 0

実施方策の提示は、事務処理フロー等を示
すと共に、システムについては霞が関ＷＡ
ＮとＬＧＷＡＮの活用等を参考例として示
し、各地方公共団体に委ねる旨通知。

線路又は工事方法書記載
事項変更認可に係る占用
面積図の提出

軌道法施行令第６条第
２項

実施方策検討 → 実施方策提示 0 0 0
実施方策の提示は、事務処理フロー等を示
しシステムについては各地方公共団体に委
ねる予定。

線路又は工事方法書の記
載事項の変更の認可で都
道府県知事が行うもの

軌道法施行令第６条第
２項ただし書

100 実施方策検討 → 実施方策提示 0 0 0
実施方策の提示は、事務処理フロー等を示
しシステムについては各地方公共団体に委
ねる予定。

工事施行申請期間の伸長
に係る都道府県知事の経
由

軌道法施行令第７条の
２

実施方策検討 → 実施方策提示 0 0 0

実施方策の提示は、事務処理フロー等を示
すと共に、システムについては霞が関ＷＡ
ＮとＬＧＷＡＮの活用等を参考例として示
し、各地方公共団体に委ねる旨通知。

工事着手又はしゅん工の
届出

軌道法施行令第８条第
１項

3 実施方策検討 → 実施方策提示 0 0 0
実施方策の提示は、事務処理フロー等を示
しシステムについては各地方公共団体に委
ねる予定。

工事着手、しゅん工期限
の伸長に係る都道府県知
事の経由

軌道法施行令第８条第
３項

実施方策検討 → 実施方策提示 0 0 0

実施方策の提示は、事務処理フロー等を示
すと共に、システムについては霞が関ＷＡ
ＮとＬＧＷＡＮの活用等を参考例として示
し、各地方公共団体に委ねる旨通知。

既認可又は既確認車両の
購入の認可

軌道法施行規則第１３
条の２第３項

5 実施方策検討 → 実施方策提示 0 0 0
実施方策の提示は、事務処理フロー等を示
しシステムについては各地方公共団体に委
ねる予定。

車両の設計の変更の認可
軌道法施行規則第１３
条の３第１項本文

5 実施方策検討 → 実施方策提示 0 0 0
実施方策の提示は、事務処理フロー等を示
しシステムについては各地方公共団体に委
ねる予定。

車両の設計の変更の届出
軌道法施行規則第１３
条の３第１項ただし書

5 実施方策検討 → 実施方策提示 0 0 0
実施方策の提示は、事務処理フロー等を示
しシステムについては各地方公共団体に委
ねる予定。

鉄道線路を道路に敷設す
ることの許可に係る都道
府県知事の経由

鉄道線路の道路への敷
設の許可手続を定める
政令第１条第１項

20 実施方策検討 → 実施方策提示 0 0 0

実施方策の提示は、事務処理フロー等を示
すと共に、システムについては霞が関ＷＡ
ＮとＬＧＷＡＮの活用等を参考例として示
し、各地方公共団体に委ねる旨通知。

立体交差化計画又は構造
改良計画の提出に係る都
道府県知事の経由

踏切道改良促進法第４
条第７項

20 実施方策検討 → 実施方策提示 0 0 0

実施方策の提示は、事務処理フロー等を示
すと共に、システムについては霞が関ＷＡ
ＮとＬＧＷＡＮの活用等を参考例として示
し、各地方公共団体に委ねる旨通知。

立体交差化計画又は構造
改良計画の変更計画の提
出に係る都道府県知事の
経由

踏切道改良促進法第４
条第７項

0 実施方策検討 → 実施方策提示 0 0 0

実施方策の提示は、事務処理フロー等を示
すと共に、システムについては霞が関ＷＡ
ＮとＬＧＷＡＮの活用等を参考例として示
し、各地方公共団体に委ねる旨通知。

道路管理者以外の者の行
う工事の承認

道路法第２４条 実施方策検討 → 実施方策提示 0 0 0
システム（汎用受付システムを利用）等の
各地方公共団体共通のものを示す予定

道路の占用許可
（企業占用）

実施方策検討 実施方策提示 0 0 0
Ｈ１３．２に電子化要請済み。
実現に資するよう、システム等の各地方公
共団体共通のものを示す予定

道路法第３２条第１項
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地方公共団体が扱う申請・届出等手続のオンライン化条件整備計画（第一号法定受託事務）

見直し状況（該当あり：１、該当なし：０）

該当の有無 該当件数 内　　　　　　　　　容 該当の有無 内　　　　　　　　　容
手続名 根拠法令名・根拠規定 年間平均申請件数 ～１３年度 １４年度 １５年度 備　　　　　　考

オンライン化条件整備前倒し等手続の見直し

（一般占用） 実施方策検討 → 実施方策提示 0 0 0
システム（汎用受付システムを利用）等の
各地方公共団体共通のものを示す予定

道路の占用変更許可
（企業占用）

実施方策検討 実施方策提示 0 0 0
Ｈ１３．２に電子化要請済み。
実現に資するよう、システム等の各地方公
共団体共通のものを示す予定

（一般占用） 実施方策検討 → 実施方策提示 0 0 0
システム（汎用受付システムを利用）等の
各地方公共団体共通のものを示す予定

道路等と自動車専用道路
との連結又は交差に関す
る許可

道路法第４８条の４第
１項

実施方策検討 → 実施方策提示 0 0 0
システム（汎用受付システムを利用）等の
各地方公共団体共通のものを示す予定

道路予定区域の土地の形
質変更等許可

道路法第９１条第１項 実施方策検討 → 実施方策提示 0 0 0
システム（汎用受付システムを利用）等の
各地方公共団体共通のものを示す予定

道路予定区域の占用許可
（企業占用）

実施方策検討 実施方策提示 0 0 0
Ｈ１３．２に電子化要請済み。
実現に資するよう、システム等の各地方公
共団体共通のものを示す予定

（一般占用） 実施方策検討 → 実施方策提示 0 0 0
システム（汎用受付システムを利用）等の
各地方公共団体共通のものを示す予定

道路予定区域の占用変更
許可
（企業占用）

実施方策検討 実施方策提示 0 0 0
Ｈ１３．２に電子化要請済み。
実現に資するよう、システム等の各地方公
共団体共通のものを示す予定

（一般占用） 実施方策検討 → 実施方策提示 0 0 0
システム（汎用受付システムを利用）等の
各地方公共団体共通のものを示す予定

共同溝の占用許可
共同溝の整備等に関す
る特別措置法第１２条
第１項

実施方策検討 → 実施方策提示 0 0 0
システム（汎用受付システムを利用）等の
各地方公共団体共通のものを示す予定

共同溝占用許可に基づく
権利・義務の譲渡に関す
る認可

共同溝の整備等に関す
る特別措置法第１７条

実施方策検討 → 実施方策提示 0 0 0
システム（汎用受付システムを利用）等の
各地方公共団体共通のものを示す予定

共同溝に公益物件を敷設
する場合の事前届出

共同溝の整備等に関す
る特別措置法第１８条
第１項

実施方策検討 → 実施方策提示 0 0 0
システム（汎用受付システムを利用）等の
各地方公共団体共通のものを示す予定

占用予定者の地位の承継
の届出

電線共同溝の整備等に
関する特別措置法第６
条第２項

実施方策検討 → 実施方策提示 0 0 0
システム（汎用受付システムを利用）等の
各地方公共団体共通のものを示す予定

占用予定者に対する電線
共同溝の占用の許可

電線共同溝の整備等に
関する特別措置法第４
条第１項

実施方策検討 → 実施方策提示 0 0 0
システム（汎用受付システムを利用）等の
各地方公共団体共通のものを示す予定

増設に関する占用予定者
の地位の承継の届出

電線共同溝の整備等に
関する特別措置法第８
条第３項（第６条第２
項準用）

実施方策検討 → 実施方策提示 0 0 0
システム（汎用受付システムを利用）等の
各地方公共団体共通のものを示す予定

占用予定者であった者以
外の者による電線共同溝
の占用の許可

電線共同溝の整備等に
関する特別措置法第１
１条第１項

実施方策検討 → 実施方策提示 0 0 0
システム（汎用受付システムを利用）等の
各地方公共団体共通のものを示す予定

道路法第９１条第２項
（第３２条第１項準
用）

道路法第３２条第３項

道路法第９１条第２項
（第３２条第３項準
用）
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地方公共団体が扱う申請・届出等手続のオンライン化条件整備計画（第一号法定受託事務）

見直し状況（該当あり：１、該当なし：０）

該当の有無 該当件数 内　　　　　　　　　容 該当の有無 内　　　　　　　　　容
手続名 根拠法令名・根拠規定 年間平均申請件数 ～１３年度 １４年度 １５年度 備　　　　　　考

オンライン化条件整備前倒し等手続の見直し

電線共同溝の占用に係る
変更の許可

電線共同溝の整備等に
関する特別措置法第１
２条第１項

実施方策検討 → 実施方策提示 0 0 0
システム（汎用受付システムを利用）等の
各地方公共団体共通のものを示す予定

許可に基づく地位の承継
の届出

電線共同溝の整備等に
関する特別措置法第１
４条第２項

実施方策検討 → 実施方策提示 0 0 0
システム（汎用受付システムを利用）等の
各地方公共団体共通のものを示す予定

許可に基づく権利の全部
又は一部譲渡の承認

電線共同溝の整備等に
関する特別措置法第１
５条第１項

実施方策検討 → 実施方策提示 0 0 0
システム（汎用受付システムを利用）等の
各地方公共団体共通のものを示す予定

電線共同溝敷設と工事の
届出

電線共同溝の整備等に
関する特別措置法施行
令第７条第２項第１号

実施方策検討 → 実施方策提示 0 0 0
システム（汎用受付システムを利用）等の
各地方公共団体共通のものを示す予定

特殊車両の通行の許可 道路法第47条の２ 実施方策検討 実施方策提示 1 1
オンライン申請に伴う
提出部数の見直し２部
→１部

0 特車システム活用手引提示

建築基準適合判定資格者
検定の受験申込

建築基準法第５条第１
項

300 実施方策検討 → 標準仕様の提示 0 0

経由事務
申請者以外が発行又は証明する添付書類等
(一級建築士の免許証等）についてオンラ
イン化が可能となった後、順次実施予定
システム構築の際の基本的要件、共通
フォーマット形式、事務処理・データ保
管・情報公開等の標準的な処理手順、不正
アクセスへのセキュリティ対策等について
標準的な仕様を提示

建築除去の際の届出
建築基準法第15条第１
項

実施方策検討 → 標準仕様の提示 0 0

経由事務
システム構築の際の基本的要件、共通
フォーマット形式、事務処理・データ保
管・情報公開等の標準的な処理手順、不正
アクセスへのセキュリティ対策等について
標準的な仕様を提示

建築基準適合判定資格者
の登録

建築基準法第７７条の
５８

320 実施方策検討 → 標準仕様の提示 1 1

戸籍謄抄本を住基ネッ
ト、市町村等が発行す
る証明書又は登記事項
証明書により代替

0

経由事務
申請者以外が発行又は証明する添付書類等
についてオンライン化が可能となった後、
順次実施予定
システム構築の際の基本的要件、共通
フォーマット形式、事務処理・データ保
管・情報公開等の標準的な処理手順、不正
アクセスへのセキュリティ対策等について
標準的な仕様を提示

建築基準適合判定資格者
の変更登録

建築基準法第７７条の
６０

150 実施方策検討 → 標準仕様の提示 1 1

戸籍謄抄本を住基ネッ
ト、市町村等が発行す
る証明書又は登記事項
証明書により代替

0

経由事務
申請者以外が発行又は証明する添付書類等
についてオンライン化が可能となった後、
順次実施予定
システム構築の際の基本的要件、共通
フォーマット形式、事務処理・データ保
管・情報公開等の標準的な処理手順、不正
アクセスへのセキュリティ対策等について
標準的な仕様を提示
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地方公共団体が扱う申請・届出等手続のオンライン化条件整備計画（第一号法定受託事務）

見直し状況（該当あり：１、該当なし：０）

該当の有無 該当件数 内　　　　　　　　　容 該当の有無 内　　　　　　　　　容
手続名 根拠法令名・根拠規定 年間平均申請件数 ～１３年度 １４年度 １５年度 備　　　　　　考

オンライン化条件整備前倒し等手続の見直し

建築基準適合判定資格者
の死亡等の届出

建築基準法第７７条の
６１

5 実施方策検討 → 標準仕様の提示 1 1

戸籍謄抄本を住基ネッ
ト、市町村等が発行す
る証明書又は登記事項
証明書により代替

0

経由事務
申請者以外が発行又は証明する添付書類等
についてオンライン化が可能となった後、
順次実施予定
システム構築の際の基本的要件、共通
フォーマット形式、事務処理・データ保
管・情報公開等の標準的な処理手順、不正
アクセスへのセキュリティ対策等について
標準的な仕様を提示

建築基準適合判定資格者
の登録削除

建築基準法第７７条の
６２第１項

実施方策検討 → 標準仕様の提示 0 0

経由事務
オンライン化一部実施(オンライン化前に
交付された登録証の返却はオンライン化で
きないため)
システム構築の際の基本的要件、共通
フォーマット形式、事務処理・データ保
管・情報公開等の標準的な処理手順、不正
アクセスへのセキュリティ対策等について
標準的な仕様を提示

建築基準適合判定資格者
の登録証の再交付

建築基準法第７７条の
６４

実施方策検討 → 標準仕様の提示 0 0

経由事務
オンライン化一部実施(オンライン化前に
交付された登録証の返却はオンライン化で
きないため)
システム構築の際の基本的要件、共通
フォーマット形式、事務処理・データ保
管・情報公開等の標準的な処理手順、不正
アクセスへのセキュリティ対策等について
標準的な仕様を提示

一級建築士の登録に関す
る手続

建築士法第５条 7,000 実施方策検討 → 標準仕様の提示 0 0

経由事務
申請者以外が発行又は証明する添付書類等
（戸籍謄抄本等)についてオンライン化が
可能となった後、順次実施予定
システム構築の際の基本的要件、共通
フォーマット形式、事務処理・データ保
管・情報公開等の標準的な処理手順、不正
アクセスへのセキュリティ対策等について
標準的な仕様を提示

一級建築士の住所等の届
出関連手続

建築士法第５条の２第
１項

7,000 実施方策検討 → 標準仕様の提示 0 0

経由事務
システム構築の際の基本的要件、共通
フォーマット形式、事務処理・データ保
管・情報公開等の標準的な処理手順、不正
アクセスへのセキュリティ対策等について
標準的な仕様を提示

一級建築士の登録事項変
更に関する手続

建築士法第1１条 100 実施方策検討 → 標準仕様の提示 0 0

経由事務
申請者以外が発行又は証明する添付書類等
（戸籍謄抄本等)についてオンライン化が
可能となった後、順次実施予定

一級建築士の住所等の届
出の変更に関する手続

建築士法第５条の２第
２項

100 実施方策検討 → 標準仕様の提示 0 0

経由事務
システム構築の際の基本的要件、共通
フォーマット形式、事務処理・データ保
管・情報公開等の標準的な処理手順、不正
アクセスへのセキュリティ対策等について
標準的な仕様を提示
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地方公共団体が扱う申請・届出等手続のオンライン化条件整備計画（第一号法定受託事務）

見直し状況（該当あり：１、該当なし：０）

該当の有無 該当件数 内　　　　　　　　　容 該当の有無 内　　　　　　　　　容
手続名 根拠法令名・根拠規定 年間平均申請件数 ～１３年度 １４年度 １５年度 備　　　　　　考

オンライン化条件整備前倒し等手続の見直し

一級建築士の登録抹消、
免許取消に関する手続

建築士法第９条 50 実施方策検討 → 標準仕様の提示 0 0

経由事務
オンライン化一部実施(オンライン化前に
交付された免許証の返却はオンライン化で
きないため)
システム構築の際の基本的要件、共通
フォーマット形式、事務処理・データ保
管・情報公開等の標準的な処理手順、不正
アクセスへのセキュリティ対策等について
標準的な仕様を提示

一級建築士免許の再交付
に関する手続

建築士法第１１条、建
築士法施行規則第５条

50 実施方策検討 → 標準仕様の提示 0 0

経由事務
オンライン化一部実施(オンライン化前に
交付された免許証の返却はオンライン化で
きないため)
システム構築の際の基本的要件、共通
フォーマット形式、事務処理・データ保
管・情報公開等の標準的な処理手順、不正
アクセスへのセキュリティ対策等について
標準的な仕様を提示

一級建築士免許の死亡の
届出

建築士法第１１条、建
築士法施行規則第６条

実施方策検討 → 標準仕様の提示 0 0

経由事務
オンライン化一部実施(オンライン化前に
交付された免許証の返却はオンライン化で
きないため)
システム構築の際の基本的要件、共通
フォーマット形式、事務処理・データ保
管・情報公開等の標準的な処理手順、不正
アクセスへのセキュリティ対策等について
標準的な仕様を提示

一級建築士試験関係手続 建築士法第１３条 実施方策検討 → 標準仕様の提示 0 0

経由事務
申請者以外が発行又は証明する添付書類等
(卒業証明書等）についてオンライン化が
可能になった後、順次実施予定。
システム構築の際の基本的要件、共通
フォーマット形式、事務処理・データ保
管・情報公開等の標準的な処理手順、不正
アクセスへのセキュリティ対策等について
標準的な仕様を提示

運輸開始の認可 軌道法第１０条 1 実施方策検討 → 実施方策提示 0 0 0

運輸開始前又は開始後の
しゅん工検査

軌道法施行規則第１３
条

5 実施方策検討 実施方策提示 0 0 0

臨時運行の許可
道路運送車両法第３４
条第２項

1,500,000 実施方策検討 → →
自賠責保険の確認、臨時運行許可番号標の
交付等が必要であり早期オンライン化は困
難

国が行う埋立の承認申請
事項を記載した書面等の
縦覧

公有水面埋立法第４２
条第３項

実施方策検討 → 標準仕様の提示 0 0
システム構築の際の標準的な仕様（プロト
タイプ）を提示

評価書の受理及び評価書
について意見の提出（公
有水面埋立）

環境影響評価法第22条
第１項及び第24条

実施方策検討 → →

大量の図や表を含み、申請書本体と添付書
類との区別がつかない性格の書面であるた
め、当面オンライン化の実施は困難。オン
ライン化可能時期は、通信インフラ整備状
況による。
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地方公共団体が扱う申請・届出等手続のオンライン化条件整備計画（第一号法定受託事務）

見直し状況（該当あり：１、該当なし：０）

該当の有無 該当件数 内　　　　　　　　　容 該当の有無 内　　　　　　　　　容
手続名 根拠法令名・根拠規定 年間平均申請件数 ～１３年度 １４年度 １５年度 備　　　　　　考

オンライン化条件整備前倒し等手続の見直し

補正後の評価書又は補正
なき場合の通知の受理
（公有水面埋立）

環境影響評価法第25条
第３項

実施方策検討 → →

大量の図や表を含み、申請書本体と添付書
類との区別がつかない性格の書面であるた
め、当面オンライン化の実施は困難。オン
ライン化可能時期は、通信インフラ整備状
況による。

基本測量による永久標識
又は一時標識について異
常発見通知

測量法第２１条第３項 実施方策検討 実施方策検討 実施方策提示 0 0 0
検討部会（仮称）を設置して、平成１４年
度に検討

基本測量による永久標識
又は一時標識の移転等の
請求に対する意見の送付

測量法第２４条第１項 実施方策検討 実施方策検討 実施方策提示 0 0  0  
検討部会（仮称）を設置して、平成１４年
度に検討

公共測量による永久標識
又は一時標識の移転等の
請求に対する意見の送付

測量法第３９条（２４
条第１項）

実施方策検討 実施方策検討 実施方策提示 0 0  0
検討部会（仮称）を設置して、平成１４年
度に検討

所 管 手 続 数 合 計 219
年度別条件整
備数

０ ６ １９３ 47 53 0

オンライン化条件整備
数合計（計画期間中）

199

（注）

２　「年度別条件整備数」欄には、実施方策の提示等による当該年度のオンライン化の条件整備手続数の合計を記載する。

　　「オンライン化条件整備数合計(計画期間中）」欄には、計画期間中（１５年度まで）のオンライン化の条件整備手続数の合計を記載する。

３　見直し状況欄（「手続の見直し」「オンライン化前倒し等」）には、当該欄ごとに該当の有無（あり：１、なし：０）を記載するとともに、それぞれ見直しの内容を簡潔に記載する。

　　また、「手続の見直し」欄については、見直した事項数（例えば、２種類の証明書等について添付不要としたのであれば該当件数として２）を記載する。

　　「手続の見直し」の内容として、住民票の写し、戸籍謄抄本の省略については、住民基本台帳ネットワークシステム又は公的個人認証サービスの利用による代替の場合は、

　　「住民票の省略（住基ネットにより代替）」「住民票の省略（個人認証により代替）」「戸籍抄本の省略（住基ネットにより代替）」等と記載する。

４　備考欄には、以下について簡潔に記載する。

　　①　１５年度までにオンライン化条件整備が困難な手続についての困難な理由、１６年度以降のオンライン化条件整備の予定時期。

　　②　国民等からの申請はオンライン化するが、免許等の結果の通知はオンライン化困難な手続については、その理由。

　　③　民間の発行する証明書など添付書類の一部についてオンライン化できないものについては、その理由。

　　④　１２年度までに実施方策の提示等を行っている場合には、その時期。

　　⑤　実施方策の提示を行うものについて、その具体的な内容。

５　「住民票の写し・戸籍騰抄本」欄には、現行の手続における添付書類として、住民票の写しを求めている場合には「１」と、戸籍騰抄本を求めている場合には「２」と記載する。

６　「片道・往復」欄には、「手続名」欄記載のものについて、その一連の流れにおける申請等（行政機関等に対して行われる通知）と処分通知等（行政機関等が行う通知）の件数を記載してください。

１　「根拠法令名・根拠規定」欄については、届出、報告等については、当該届出等の根拠法令名及び根拠規定を、許認可等については当該許認可等の根拠法令名及び根拠規定を記載し、様式等を
　定める手続規定は記載しない。根拠規定が政省令及び告示であるものについては、当該政省令等の根拠法律も＜ 　＞内に記載する。
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